
認定職業訓練事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１ 県は，職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号。以下「法」という。）及び

雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）に基づき，職業に必要な労働者の能力（職

業能力）の開発及び向上の促進を図るため，認定職業訓練実施団体が行う法第２４条

第１項（同法第２７条の２第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づき認定

を受けた職業訓練（以下「認定職業訓練」という。）の運営に要する経費並びに認定職

業訓練実施団体又は市町村（一部事務組合を含む。以下同じ。）が認定職業訓練のため

の施設及び設備を設置又は整備をするために要する経費について，当該認定職業訓練

実施団体及び市町村に対し，予算の範囲内において認定職業訓練事業費補助金（以下

「補助金」という。）を交付するものとし，その交付等に関しては，補助金等交付規則

（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この

要綱の定めるところによる。 

 

 （定義） 

第２ この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。 

 ⑴ 中小企業事業主 資本の額又は出資の総額が３億円（小売業，飲食店又はサービ

ス業を主たる事業とする事業主については５千万円，卸売業を主たる事業とする事

業主については１億円）を超えない事業主又は常時雇用する労働者の数が３００人

（小売業又は飲食店を主たる事業とする事業主については５０人，卸売業又はサー

ビス業を主たる事業とする事業主については１００人）を超えない事業主 

 ⑵ 中小企業事業主の団体 団体の構成員に占める中小企業事業主の割合が３分の２

以上である団体 

 ⑶ 認定職業訓練実施団体 認定職業訓練を行う法第 13条に規定する事業主等（ただ

し事業主にあっては中小企業事業主，事業主の団体又はその連合団体にあっては中

小企業事業主の団体及びその連合団体に限る） 

 

（交付の対象等） 

第３ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助率は，

別表のとおりとする。 

２ 補助金の算定基準等及び補助金の限度額は，別に定める。 

 

（交付額の算定方法） 

第４ この補助金の交付額は，別表に掲げる補助対象経費に補助率を乗じて得た額と，

別に定める算定基準により算定して得た金額のいずれか低い額とする。 

 

（交付の申請） 

第５ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は，別記様式第１号によ

るものとし，その提出期限は，補助事業年度の５月２０日までとする。 

２ 規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は，

次のとおりとする。ただし，別表に掲げる補助事業の区分欄のうち施設費及び設備費

に係る補助金の交付申請をしないときは，第３号の添付を要しないものとする。 

 ⑴ 事業計画書 



 ⑵ 収支予算書 

 ⑶ 認定職業訓練施設・設備に係る設置・整備計画書 

 ⑷ その他知事が必要と認める書類 

 

（交付の条件） 

第６ 規則第５条の規定により付する条件は，次のとおりとする。 

 ⑴ 補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分を変更する場合において

は，別記様式第２号により知事の承認を受けること。ただし，次に掲げる軽微な変

更にあっては，この限りでない。 

  イ 配分された経費の２０％以内の額の流用に伴う増減 

  ロ 短期間の訓練課程の補助対象人員の１０％以内の減少 

 ⑵ 補助事業を中止し，又は廃止する場合においては，別記様式第３号により知事の

承認を受けること。 

 ⑶ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった

場合においては，速やかに知事に報告して，その指示を受けること。 

 ⑷ 補助事業により取得し，又は効用の増加した財産（以下「財産等」という。）に

ついては，補助事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するととも

に，その効率的な運営を図ること。 

 ⑸ 補助事業により取得し，又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業

により取得し，又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具類につ

いては，第１３に規定する期間を経過するまで，知事の承認を受けることなく，こ

の補助金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，又は担保に供

してはならない。 

 ⑹ 知事の承認を受けて財産等を処分する場合には，別に定める方法により算定した

額を県に納付させることがある。 

 ⑺ 補助金と補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し，補

助事業に関する帳簿及び書類とともに，これを当該補助事業の完了の日（当該補助

事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にあっては，その承認を受けた日）の属す

る年度の翌年度から５年間保管しておくこと。 

 

（交付の決定等までの標準的処理期間及び通知） 

第７ 知事は，補助金交付申請書等を受理した日から起算して１か月以内に交付の決定

（決定の変更，中止又は廃止を含む。）を行い，通知するものとする。ただし，補助金

交付申請書等に不備があったとき又は補助金交付申請書等の内容を実地に調査するな

ど時間を必要とするときは，その期間を延長することができるものとする。 

 

（状況報告） 

第８ 規則第１０条の規定による報告は，補助事業実施年度の１０月３１日現在で別記

様式第４号により作成し，翌月の１１月１０日までに知事に提出するものとする。 

 

（実績報告書） 

第９ 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は，別記様式第５号

によるものとし，その提出期限は，補助事業の完了した日又は廃止の承認の日から１

月を経過した日若しくは交付の決定のあった日の属する県の会計年度の翌年度の４

月１０日のいずれか早い日までに提出するものとする。 



２ 規則第１２条第１項により前項の報告書に添付しなければならない書類は，次のと

おりとする。 

 ⑴ 補助事業実績書 

 ⑵ 補助事業経費の収支決算書 

 ⑶ その他知事が必要と認める書類 

 

 （補助事業に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１０ 仕入控除税額が確定した場合の補助金の返還は，次のとおり行うものとする。 

 ⑴ 補助事業完了後に，消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税に係

る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合も含む。）には，別記

様式第６号により速やかに，遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月

１０日までに，知事に報告しなければならない。 

   なお，補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には，当該仕入控除

税額を返還しなければならない。 

 ⑵ 知事は，前項の報告があった場合には，当該仕入控除税額の全部又は一部の返還

を命ずる。 

 

（補助金の交付方法） 

第１１ 補助金は，規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。

ただし，知事が必要と認めるときは，規則第１５条ただし書の規定により概算払によ

り交付することができるものとする。 

 

（処分の制限を受ける財産） 

第１２ 規則第２１条第２号の規定により処分の制限を受ける財産は，取得又は効用の

増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具類とする。 

 

（処分の制限を受ける期間） 

第１３ 規則第２１条ただし書の規定により処分の制限を受ける期間は，減価償却資産

の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間とする。 

 

（財産等の管理及び処分等） 

第１４ 財産等の管理及び処分等は，別に定めるところによる。 

 

 （書類の提出部数） 

第１５ この要綱により提出する書類の提出部数は，各１部とする。 

 

   附 則 

１ この要綱は，平成１７年４月１日から施行し，平成１７年度に係る補助金に適用す

る。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合

に，当該補助金にも適用するものとする。 

３ 認定職業訓練事業費補助金交付要綱（昭和５８年６月１３日施行）は，廃止する。 

 

   附 則 

この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。 



   附 則 

この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２７年４月２１日から施行し，平成２７年４月１日より適用する。 

   附 則 

 この要綱は，平成３１年４月９日から施行し，平成３１年４月１日より適用する。 

   附 則 

 この要綱は，令和４年３月１５日から施行する。 

 



別表（第３第１項関係） 

 

補助事業の区分 補 助 対 象 経 費 補 助 率 

１ 運営費 認定職業訓練実施団体が行う認定職業訓

練の運営に要する経費で次に掲げるもの。 

１ 集合して行う学科又は実技の訓練を担

当する職業訓練指導員，講師及び教務職

員の謝金又は手当に要する経費 

２ 集合して学科又は実技の訓練を行う場

合に必要な建物の借上げ及び維持に要す

る経費並びに機械及び器具類の設備の購

入等に要する経費 

３ 職業訓練指導員の研修及び訓練生の合

同学習に要する経費 

４ 集合して学科又は実技の訓練を行う場

合に必要な教科書その他教材の購入等に

要する経費 

５ 集合して行う先端技術に関する技能の

習得に必要な学科又は実技の訓練に要す

る経費 

６ 集合して学科又は実技の訓練を行う場

合に必要な管理運営に要する経費，その

他知事が必要かつ適当と認める経費 

３分の２以内 

２ 施設費（市町村又は

認定職業訓練実施団体

が認定職業訓練のため

の施設を設置又は整備

する場合に限る。） 

集合して行う認定職業訓練の学科又は実

技の教室及び実習場等の施設を設置又は整

備をするために要する経費 

３分の２以内 

３ 設備費（市町村又は

認定職業訓練実施団体

が認定職業訓練のため

の設備を設置又は整備

する場合に限る。） 

集合して行う認定職業訓練の学科又は実

技に使用する機械及び器具類の設置又は整

備をするために要する経費 

３分の２以内 

 



別記様式第１号

宮城県知事 殿

申請者　所在地
　　　　名　称
　　　　代表者氏名

1 補助事業の目的及び内容

２　補助金額交付を受けようとする補助金額 金　　　　　　　円

　内　　訳

　　（１）運営費
　　　イ　長期間の訓練課程 金　　　　　　　円
　　　口　短期間の訓練課程 金　　　　　　　円

　　（２）施設及び設備費
　　　イ　施　設　費 金　　　　　　　円
　　　口　設　備　費 金　　　　　　　円

第　　　　　　号
年　　月　　　日

　　年度において認定職業訓練事業を実施したいので、補助金等交付規則第3条の規定により、下
記のとおり認定職業訓練事業費補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

　　年度認定職業訓練事業費補助金交付申請書

記



別記様式第１号の１

１　総括表

経費総額 備　　考

円

コース数 備　　考

　（２）施設及び設備費

訓練科名
補助金の
申請額

補助対象
人員

補助対象
経費

訓練生
数

円人人系　　　　　　科 円

補助対象
人員

小　　　　　　　　計

共同認定職業訓練充実化経費

合　　　　　　　　　計

補助対象
経費

経費総額
補助金の
申請額

訓練科名 訓練生数

人 円

経費総額 備　　　　考補助対象経費

　（１）運営費

　　イ　長期間の訓練課程

　　ロ　短期間の訓練課程

設　備　費

円円施　設　費 円

計

補助金額の
申請額

事業区分



別記様式第１号の２

２　運営費に係る事業実績書

　（１）長期間の訓練課程

総数 第１年度 第３年度

人 人 人 人

ハ　職業訓練指導員（講師を含む）

注　職業訓練指導員(講師を含む)は､集合訓練施設における職業訓練指導員数を記入すること。

補助対象
人員

備　考対象者

　　年　　月　　日から
　　年　　月　　日まで

訓練科名

訓　　練　　生　　数

第２年度

　　イ　補助事業の実施期間

　　ロ　訓練生数

科 人

訓練
期間

計

左欄のうち講師訓　練　科　名 指導員総数

科 人 人

計

1



別記様式第１号の３

ニ 訓練の教科及び訓練時間

訓練科　　　科

集合 分散 集合 分散 集合 分散 集合 分散 集合 分散

集分別

総　計

中　　　卒　　　者 高　　卒　　者

２　年１　年
計

１　年３　年
計

２　年

普
通
学
科

計

系
基
礎
学
科

計

専
攻
学
科

計

系
基
礎
実
技

計

（中卒　　年間　　高卒　　年間）

実　　　技　　　計

総　合　計

専
攻
実
技

計

学　　　科　　　計

教
科

教科の細目

対象者

年次

集分別

1



別記様式第１号の４

　（２）短期間の訓練課程

　　　補助事業の実施期間

訓練科名
（コース名）

訓練時間
１回
定員

訓練生数
②

補助対
象人員
(①×②)

備　　考

時間 人 人 人

計

年間
実施
回数

単位数
①

単位 回

　　年　　月　　日から
　　年　　月　　日まで



別記様式第１号の５

３　運営費に係る収支決算書

　（１）収入

　　イ　長期間の訓練課程

金　　額 内　　訳

円

ロ　短期間の訓練課程

金　　額 内　　訳

円

科　　目

計

科　　目

計

1



別記様式第１号の６

　（１）支出

　　イ　長期間の訓練課程（補助金　　　　　　　　　　　円）

金　額 金　額 金　額

円 円 円 円

計

科

補助金　　　　　円　　補助率　　　　％

内　訳

科

補助金　　　　　円　　補助率　　　　％

内　訳

科　目

科

補助金　　　　　円　　補助率　　　　％総金額

内　訳

1



別記様式第１号の７

ロ　短期間の訓練課程(補助金　　　　　　　　円）（補助率　　　％）

区分 予算額 内　　訳

円

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

※訓練生按分不要

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

経費総額

1号経費

2号経費

3号経費

4号経費

5号経費

補助対象経費

補助対象経費

計

補助対象経費

科目

計

計

補助対象経費

補助対象外経費　計

計

補助対象経費

補助対象経費　計

1



別記様式第１号の８ ※この様式は、以下の場合に用いる。
①職業能力開発促進法施行規則別表第３に係るもの

　　ロ　短期間の訓練課程（補助金　　　　　　　円） ②同法施行規則別表第４に係るもの
③同法係る施行規則別表第５に係るもの
④上記以外のうち、複数実施する場合

予算額 金額 金額 金額

　円 円 円 円

計

補助対象経費

補助対象経費

計

補助対象経費

計

補助対象経費

計

補助対象経費 計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

科

補助金　　　　　円　　補助率　　　　％

内訳

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

科

補助金　　　　　円　　補助率　　　　％

内訳

科
総金額

科　目 補助金　　　　　円　　補助率　　　　％

内訳

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

5号経費

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

区　分

1号経費

補助対象経費　計

経費総額

補助対象外経費　計

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

2号経費

3号経費

4号経費

1



付属資料１（別記様式第１号、第４号、第５号関係）

修
了

中
退

（　） （　）

（注）

認定職業訓練実施状況表
訓練校名　　　　　　　　　　　　　　

訓練の
種別
①

訓練課
程種別
②

訓練科
(ｺｰｽ)
名
③

訓練
期間
④

訓練
年次
⑤

訓練
日数
⑥

訓練計
画時間
⑦

訓練実
施時間
⑧

備考
雇用
年月日
⑬

雇用保険
の被保険
者番号
⑭

１．認定職業訓練事業として実施した訓練生全員を記入し、科・コースごとに「訓練生」欄左に番号を付すこと。
２．⑥⑦⑮⑯の欄には、集合訓練に係る分について記入すること。長期間の訓練課程にあっては、⑥⑦⑧⑮⑯の欄に分散訓練の時間数等を()書きで記入のこと。
３．中小企業に雇用される労働者以外の訓練生については、「備考」欄に「大企業」「事業主（役員の場合も含む）」「雇用関係なし」「一人親方」等に区分し
て記入すること。
４．「雇用保険の被保険者番号」欄には、「4桁－6桁－1桁」の数字が正しい被保険者番号であることから、これ以外の桁数については確認の上、正しく記入す
ること。
５．出席率の算定については、少数点以下切り捨てのこと。

訓練出
席時間
数
⑮

出　席
率　％
⑯

修了・中
退の別

（　）

所属事業所名
⑨

事業主名
⑩

訓練生名
⑪

生年
月日
⑫

（　） （　）

1



付属資料２

訓練科数及び訓練生数調べ（区分ごと合計値を記入）

延べ定員 補助対象人員

普　　通

短　　期 （　）

訓練の種類
訓練生数

訓練科数
(コース数)

訓練課程名

普通職業訓練

1



別記様式第２号 

  年度 認定職業訓練事業計画変更承認申請書 

 

    第       号 

  年   月   日 

 

宮 城 県 知 事   殿 

 

申請者 所 在 地 

      名  称 

      代表者氏名                          

 

 

   年  月  日付け宮城県（産人）指令第  号で認定職業訓練事業費補助金の交付決定

のありました認定職業訓練事業について、事業の内容（経費配分等）を下記のとおり変更したい

ので承認されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 運営費 

（１）変更の理由 

 

 

 

（２）変更の内容 

 

 

 

２ 施設及び設備費 

（１）変更の理由 

 

 

 

（２）変更の内容 

 

 



別記様式第２号の１ 

１ 運営費に係る総括表 

（１）長期間の訓練課程 

訓 練 科 名 

当 初 ① 変 更 ② 差引（②―①） 

訓 練 

生 数 
経費総額 

補助対象 

経 費 

補助金の 

申 請 額 

訓 練 

生 数 
経費総額 

補助対象 

経 費 

補助金の 

申 請 額 

訓 練 

生 数 
経費総額 

補助対象 

経 費 

補助金の 

申 請 額 

             

             

             

小 計 
            

臨時教務職員配置経費 
           

 
訓練生募集経費 

           

合 計 
           

 

（２）短期間の訓練課程 

訓 練 科 名 

当 初 ① 変 更 ② 差引（②―①） 

訓 練 

生 数 

経費 

総額 

補助対 

象経費 

補助金の 

申 請 額 

訓 練 

生 数 

経費 

総額 

補助対 

象経費 

補助金の 

申 請 額 

訓 練 

生 数 

経費 

総額 

補助対 

象経費 

補助金の 

申 請 額 

             

             

             

             

             

             

合 計 
            

 

 



別記様式第２号の２ 
 

２ 運営費に係る補助事業の内容 

（１）長期間の訓練課程 

  イ 補助事業の実施期間        年  月  日から   年  月  日まで 

  ロ 訓練生数 

 

訓練科名 対 象 者 訓練期間 

当 初 ① 変 更 ② 差引（②―①） 

訓 練 生 数 訓 練 生 数 訓 練 生 数 

総 数 
第 １ 

年 度 

第 ２ 

年 度 

第 ３ 

年 度 
総 数 

第 １ 

年 度 

第 ２ 

年 度 

第 ３ 

年 度 
総 数 

第 １ 

年 度 

第 ２ 

年 度 

第 ３ 

年 度 

               

               

               

               

               

               

               

               

               

               

合 計 
              

 

 



別記様式第２号の３ 

 

（１）長期間の訓練課程 

  イ 補助事業の実施期間        年  月  日から    年  月  日まで 

  ロ 訓練生数 

訓練科名 

又 は 

科 目 

（コース名） 

当 初 ① 変 更 ② 差引（②―①） 

訓練 

時間 
単位数 

1回 

定員 

年間実 

施回数 
延定員 

補助対 

象人員 

訓練 

時間 
単位数 

1回 

定員 

年間実 

施回数 
延定員 

補助対 

象人員 

訓練 

時間 
単位数 

1回 

定員 

年間実 

施回数 
延定員 

補助対 

象人員 

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

合 計 
                  

 

 



別記様式第２号の４ 

３ 事業に要する経費 

（１）収 入 

イ 長期間の訓練課程 

科 目 
金 額 

内訳（変更後） 
当 初 ① 変 更 ② 差引（②―①） 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

計     

 

 



別記様式第２号の５ 

ロ 短期間の訓練課程 

科 目 
金 額 

内訳（変更後） 
当 初 ① 変 更 ② 差引（②―①） 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 

 



別記様式第２号の６ 

（１）支 出 

イ 長期間の訓練課程 
 

 

 

 

 

科 目 
総 金 額 

（変更②の計） 

内 訳 

（変更後） 

科 科 科 

当初① 変更② 
差引  

(②-①) 
当初① 変更② 

差引  

(②-①) 
当初① 変更② 

差引  

(②-①) 

 補助金 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

計            

補 助 金 

当 初 ① 変 更 ② 差引（②―①） 

円 円 円 

 

 



別記様式第２号の７ 

ロ 短期間の訓練課程 

補 助 金 

当 初 ① 変 更 ② 差引（②―①） 

円 円 円 

 

科 目 
金 額 

内訳（変更後） 
当 初 ① 変 更 ② 差引（②―①） 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

計     

 



別記様式第２号の附表 

 

変更しようとする補助金の額 

区 分 
① 

当 初 交 付 申 請 額 

② 

変 更 交 付 申 請 額 

(②－①) 

差 引 額 

運 営 費 

円 円 円 

内

訳 

長期間の訓練課程    

短期間の訓練課程    

施 設 及 び 設 備 費    

内

訳 

施 設 費    

設 備 費    

合 計    

 

 



別記様式第３号 

 

   年度 認定職業訓練事業中止（廃止）承認申請書 

 
    第     号 

      年  月  日 

 

宮城県知事       殿 
 

 

申請者 所在地 

          名 称 

          代表者氏名                

 

 

 

   年  月  日付け宮城県（産人）指令第  号で認定職業訓練事業費補助金の交付決

定のありました認定職業訓練事業について、下記のとおり事業を中止（廃止）したいので承認

されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 中止の期間 

 



別記様式第４号 

 

  年度 認定職業訓練事業実施状況報告書 

 

    第       号 

年   月   日 
 

宮城県知事        殿 
 

 

申請者 所在地 

          名 称 

                        代表者氏名                

 

 

 

  年  月  日付け宮城県（産人）指令第  号で認定職業訓練事業費補助金の交付決定

のありました認定職業訓練事業の実施状況について、補助金等交付規則第 10 条の規定により、別

紙のとおり報告します。 



別記様式第４号の１ 

 

１ 運 営 費 

（１）職業訓練生の増減 

  イ 長期間の訓練課程 

訓練科及び訓練期間 対象者 
計画等

の区分 

訓  練  生  数 
修了者数 

総数 第１年度 第２年度 第３年度 

  
計画 

人 人 人 人 

 
 

現員 
    

 
増減 

    

  
計画 

人 人 人 人 

 
 

現員 
    

 
増減 

    

  
計画 

人 人 人 人 

 
 

現員 
    

 
増減 

    

計 

 
計画 

人 人 人 人 

 
 

現員 
    

 
増減 

    

 

 

ロ 短期間の訓練課程 

訓 練 科 

訓   練   生   数 

備   考 
計画補助 

対象人員 

実施補助対象人員 補助対象 

人 員 の 

増 減 実 施 済 
今後実施 

予 定 
計 

       

       

       

計       

 

 



別記様式第４号の２ 

 

ハ 短期間の訓練課程 
 

訓練科名 

又は科目 

（コース名） 

訓練 

時間 
単位数 

① 

予定（申請時） 
実 施 

備 考 

実施済分 今後実施予定分 計 

定 員 
補助対 

象人員 

実 施 

年月日 
実施人員 

補助対 

象人員 

実 施 

年月日 
予定人員 

補助対 

象人員 
補助対象人員 

② ③ 

（①×②） 

 ④ ⑤ 

（①×④） 

 ⑥ ⑦ 

（①×⑥） 

⑧ 

（⑤＋⑦） 

             

             

 

            

             

             

             

             

             

             

             

             

      
 

      

計 
            

※ 訓練科名又は科目（コース）名、実施人員、予定人員は１回ごと記入すること。 

 

  

 



別記様式４号の３ 
 

（１）補助事業に要する経費の収支状況 

  イ 収 入 

  （イ）長期間の訓練課程 

科 目 予 算 額 ① 収入済額② 
収入 

未済額(①－②) 
備 考 

 
円 円 円 

 

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 

（ロ）短期間の訓練課程 

科 目 予 算 額 ① 収入済額② 
収入 

未済額(①－②) 
備 考 

 
円 円 円 

 

     

     

     



別記様式第４号の４ 
 

ロ 支 出 

  （イ）長期間の訓練課程（補助金     円） 
 

科   目 

総 金 額 
科 科 

補助金  円  補助率  ％ 補助金  円  補助率  ％ 

予 算 額 支出済額 予算残額 予算額① 
支出済額

② 

予算残額

(①－②) 
予算額① 

支出済額

② 

予算残額

(①－②) 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

          

          

          

          

          
 

         

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

計          

 

 

 



別記様式第４号の５ 
 

（ロ)短期間の訓練課程（補助金    円）  （補助率    ％） 

 

科 目 予 算 額 ① 収入済額② 
収入 

未済額(①－②) 
備 考 

 
円 円 円  

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 
    

 



別記様式第４号の６ 
 

ロ 短期間の訓練課程（補助金        円）     ※この様式は、①職業能力開発促進法施行規則別表第 4に係るもの、②同法施行規則別表第 5に係る 

もの、③ ①及び②以外のもののうち、複数実施する場合に用いること。 

 

科 目 

総 金 額 
科 科 

補助金   円  補助   ％ 補助金   円  補助   ％ 

予 算 額 支出済額 予算残額 予算額① 支出済額② 
予算残額

(①－②) 
予算額① 支出済額② 

予算残額

(①－②) 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

          

          

          
 

         

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

計    
 

     

 

 

 



別記様式第５号

宮城県知事 殿

申請者　所在地
　　　　名　称
　　　　代表者氏名

1 補助事業の目的及び内容

２　補助金額 金　　　　　　　円

　内　　訳

　　（１）運営費
　　　イ　長期間の訓練課程 金　　　　　　　円
　　　口　短期間の訓練課程 金　　　　　　　円

　　（２）施設及び設備費
　　　イ　施　設　費 金　　　　　　　円
　　　口　設　備　費 金　　　　　　　円

第　　　　　　号
年　　月　　　日

　　　年　　月　　日付け宮城県（産人）指令第　号で認定職業訓練事業費補助金の交付決定の
通知のありました認定職業訓練事業については、下記のとおり実施しましたので補助金等交付規
則第12条の規定により、関係書類を添えて報告します。

　　年度認定職業訓練事業費補助金実績報告書

記



別記様式第５号の１

１　総括表

経費総額 備　　考

円

コース数 備　　考

　（２）施設及び設備費

訓練科名
補助金の
申請額

補助対象
人員

補助対象
経費

訓練生
数

円人人系　　　　　　科 円

補助対象
人員

小　　　　　　　　計

共同認定職業訓練充実化経費

合　　　　　　　　　計

補助対象
経費

経費総額
補助金の
申請額

訓練科名 訓練生数

人 円

経費総額 備　　　　考補助対象経費

　（１）運営費

　　イ　長期間の訓練課程

　　ロ　短期間の訓練課程

設　備　費

円円施　設　費 円

計

補助金額事業区分



別記様式第５号の２

２　運営費に係る事業実績書

　（１）長期間の訓練課程

総数 第１年度 第３年度

人 人 人 人

注　備考欄には中途退校者数を記入すること。

ハ　職業訓練指導員（講師を含む）

注　職業訓練指導員(講師を含む)は､集合訓練施設における職業訓練指導員数を記入すること。

補助対象
人員

備　考対象者

　　年　　月　　日から
　　年　　月　　日まで

訓練科名

訓　　練　　生　　数

第２年度

　　イ　補助事業の実施期間

　　ロ　訓練生数

科 人

訓練
期間

計

左欄のうち講師訓　練　科　名 指導員総数

科 人 人

計



別記様式第５号の３

ニ 訓練の教科及び訓練時間

訓練科　　　科

集合 分散 集合 分散 集合 分散 集合 分散 集合 分散

集分別

総　計

中　　　卒　　　者 高　　卒　　者

２　年１　年
計

１　年３　年
計

２　年

普
通
学
科

計

系
基
礎
学
科

計

専
攻
学
科

計

系
基
礎
実
技

計

（中卒　　年間　　高卒　　年間）

実　　　技　　　計

総　合　計

専
攻
実
技

計

学　　　科　　　計

教
科

教科の細目

対象者

年次

集分別



別記様式第５号の４

延訓練時間
（Ａ）

延出席時間
（Ｂ）

出席率（B/A×100）

時間 時間 ％

時間 時間 ％

時間 時間 ％

時間 時間 ％

時間 時間 ％

時間 時間 ％

注　出席率の算定については､小数点以下は切り捨てること。

　ホ　訓練生出席状況

訓　練　科　名



別記様式第５号の５

　（２）短期間の訓練課程

　　　補助事業の実施期間

訓練科名
（コース名）

訓練時間
１回
定員

訓練生数
②

補助対
象人員
(①×②)

備　　考

時間 人 人 人

計

年間
実施
回数

単位数
①

単位 回

　　年　　月　　日から
　　年　　月　　日まで



別記様式第５号の６

３　運営費に係る収支決算書

　（１）収入

　　イ　長期間の訓練課程

予算額 決算額 増減額 内　　訳

円 円 円

ロ　短期間の訓練課程

予算額 決算額 増減額 内　　訳

円 円 円

科　　目

計

科　　目

計



別記様式第５号の７

　（１）支出

　　イ　長期間の訓練課程（補助金　　　　　　　　　　　円）

予算額 決算額 増減額 予算額 決算額 増減額 内　訳 予算額 決算額 増減額 内　訳

円 円 円 円 円 円 円 円

計

科　目

科
総金額

科

補助金　　　　　円　　補助率　　　　％補助金　　　　　円　　補助率　　　　％



別記様式第５号の８

ロ　短期間の訓練課程(補助金　　　　　　　　円）（補助率　　　％）

区分 予算額 決算額 増減額 内　　訳

円 円 円

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

※訓練生按分不要

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

経費総額

1号経費

2号経費

3号経費

4号経費

5号経費

補助対象経費

補助対象経費

計

補助対象経費

科目

計

計

補助対象経費

補助対象外経費　計

計

補助対象経費

補助対象経費　計



別記様式第５号の９

　　ロ　短期間の訓練課程（補助金　　　　　　　円）

予算額 決算額 予算額 増減額 内訳 予算額 決算額 増減額 内訳

　円 円 円 円 円 円 円

計

補助対象経費 計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

補助対象経費 計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計

補助対象経費 計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計

補助対象経費 計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

計

補助対象経費 計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 計*{(補助人員)/(全訓練生数)} 

※この様式は、以下の場合に用いる。
①職業能力開発促進法施行規則別表第３に係るもの
②同法施行規則別表第４に係るもの
③同法係る施行規則別表第５に係るもの
④上記以外のうち、複数実施する場合

科
総金額

科

科　目 補助金　　　　　円　　補助率　　　　％補助金　　　　　円　　補助率　　　　％

増減額 決算額

円 円

2号経費

3号経費

4号経費

5号経費

区　分

1号経費

補助対象経費　計

経費総額

補助対象外経費　計



付属資料１（別記様式第１号、第４号、第５号関係）

修
了

中
退

（　） （　）

（注）

訓練校名　　　　　　　　　　　　　　
認定職業訓練実施状況表

備考
訓練の
種別
①

訓練出
席時間
数
⑮

出　席
率　％
⑯

訓練課
程種別
②

事業主名
⑩

所属事業所名
⑨

訓練科
(ｺｰｽ)
名
③

雇用
年月日
⑬

訓練
期間
④

訓練
年次
⑤

訓練生名
⑪

訓練
日数
⑥

１．認定職業訓練事業として実施した訓練生全員を記入し、科・コースごとに「訓練生」欄左に番号を付すこと。
２．⑥⑦⑮⑯の欄には、集合訓練に係る分について記入すること。長期間の訓練課程にあっては、⑥⑦⑧⑮⑯の欄に分散訓練の時間数等を()書きで記入のこと。
３．中小企業に雇用される労働者以外の訓練生については、「備考」欄に「大企業」「事業主（役員の場合も含む）」「雇用関係なし」「一人親方」等に区分し
て記入すること。
４．「雇用保険の被保険者番号」欄には、「4桁－6桁－1桁」の数字が正しい被保険者番号であることから、これ以外の桁数については確認の上、正しく記入す
ること。
５．出席率の算定については、少数点以下切り捨てのこと。

（　）

訓練計
画時間
⑦

（　）

生年
月日
⑫

修了・中
退の別訓練実

施時間
⑧

雇用保険
の被保険
者番号
⑭

（　）



付属資料２

訓練科数及び訓練生数調べ（区分ごと合計値を記入）

延べ定員 補助対象人員

普　　通

短　　期 （　）

訓練の種類
訓練生数

訓練科数
(コース数)

訓練課程名

普通職業訓練



別記様式第６号 

                                                         番   号 

                                                        年    月    日 

 

 

  宮 城 県 知 事  殿 

 

 

                               認定職業訓練実施団体 代表者  氏 名     

 

 

 

        年度認定職業訓練事業費補助金補助事業に係る消費税及び地方消費税 

に係る仕入控除税額報告書 

 

 

    年  月  日付け宮城県（産人）第  号をもって交付決定された標記補助金にかかる消費税

及び地方消費税に係る仕入控除額については、次のとおり報告します。 

 

１ 補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号）第１３条の規定による確定額又は事業実施報

告による精算額 

金         円 

 

２ 消費税額及び地方消費税額の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控 除税額（補

助金返還相当額） 

金         円 

 

３ 添付書類 

  記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資 料、特定収

入の割合を確認できる資料）を添付する。 

 

 


